
法人の事業税 　事業を行う際に利用する道路などの公共施設や各種の公共サービスに必要
な経費の一部を負担していただくものです。

● 納める人
区　　分 申告・納税義務

県内に事務所・事業所がある法人 ○
県内に事務所・事業所はないが、寮、宿泊所、クラブなどがある法人 ―

公益法人やＮＰＯ法人等
収益事業を営むもの ○
収益事業を営まないもの ―

備考１　○は申告・納税義務があることを表します。
　　２　人格のない社団または財団で収益事業を行っているものについては、法人とみなされます。

● 納める額
　資本金の額などに応じて、所得金額、付加価値額、資本金等の額、収入金額に税率を乗じた、所得割、
付加価値割、資本割、収入割を納めます。

区　　　分

開始事業年度ごとの税率

Ａ
、
Ｂ
、
Ｃ
以
外
の
法
人

資
本
金
の
額
ま
た
は

出
資
金
の
額
が
１
億

円
以
下
の
法
人

所　

得　

割

所得のうち年400万円以下の金額 3.71（3.5）％
5.618（5.3）％
7.42（7）％

3.71（3.5）％
5.618（5.3）％
7.42（7）％

3.71（3.5）％
5.618（5.3）％
7.42（7）％

0.525（0.5）％ 0.525（0.5）％
1.26（1.2）％ 1.26（1.2）％ 1.26（1.2）％

1.18（1）％ 1.18（1）％

1.18（1）％ 1.18（1）％
0.826（0.7）％ 0.826（0.7）％
0.472（0.4）％ 0.472（0.4）％

0.525（0.5）％

1.06（1）％ 1.06（1）％ 1.06（1）％

1.06（1）％ 0.8025（0.75）％ 0.8025（0.75）％

1.06（1）％ 0.8025（0.75）％ 0.8025（0.75）％
0.3885（0.37）％ 0.3885（0.37）％
0.1575（0.15）％ 0.1575（0.15）％

0.5184（0.48）％
0.8085（0.77）％
0.336（0.32）％

1.9425（1.85）％ 1.9425（1.85）％

7.42（7）％ 7.42（7）％ 7.42（7）％

1.18（1）％

所得のうち年400万円を超え年800万円以下の金額
所得のうち年800万円を超える金額
本県と他の２以上の都道府県とにおいて事務所
等を設けて事業を行う法人で、資本金の額または
出資金の額が1,000万円以上のもの

資
本
金
の
額
ま
た
は
出

資
金
の
額
が
１
億
円
を

超
え
る
法
人

所　

得　

割

所得のうち年400万円以下の金額
所得のうち年400万円を超え年800万円以下の金額
所得のうち年800万円を超える金額
本県と他の２以上の都道府県とにおいて事務所
等を設けて事業を行う法人

付加価値割
資　本　割

収入割

資本金の額または出資金の額
が１億円以下の法人

収入割
所得割 ―

資本金の額または出資金の額
が１億円を超える法人

収入割
付加価値割 ―
資本割
収入割
付加価値割
資本割

―
― ―
― ―
― ―

※　令和４年４月１日以後に開始する事業年度から、一般ガス導管事業および特定ガス導管事業にのみ適用されます。
　それ以外のガス供給業（特定ガス供給業を除く。）は、「Ａ、Ｂ、Ｃ以外の法人」の税率が適用されます。

令和元年10月
１日～令和２
年３月31日

令和２年４月
１日～令和４
年３月31日

令和４年４月
１日～

Ａ　電気供給業（小売電気事業等、発電事業等お
よび特定卸供給事業を除く。）、ガス供給業（一
定のガス中小事業者に係るものを除く。※）、
保険業および貿易保険業

Ｃ　特定ガス供給業

Ｂ　電気供給
業（小売電気
事業等、発
電事業等お
よび特定卸
供給事業）

備考１ 　神奈川県では、法人事業税の超過課税を実施しています（詳しくは22ページをご覧ください。）。
２　（　 ）内の税率は、資本金の額または出資金の額が２億円以下で、かつ、所得金額が年１億5,000万円（収入金額
　を課税標準とする法人にあっては、収入金額が年12億円）以下の法人に適用される税率です（保険業法に規定す
　る相互会社などについては、（　 ）内の税率は適用されません。）。
３　農業協同組合、消費生活協同組合、信用金庫、医療法人などの特別法人については、上の表とは別の税率等が適
　用されます。
４　令和７年４月1日以後に開始する事業年度から、資本金の額または出資金の額が１億円以下であっても、これらの
　額が１億円を超える法人と同様の税率区分が適用される場合があります（詳しくは21ページをご覧ください。）。20



● 申告と納税
　期限までに申告書を提出し、自ら計算した税額を納めます。

申　告　の　種　類（主なもの） 申 告 と 納 税 の 期 限

確定申告
事業年度終了の日から２か月以内（一定の
場合には、この期限を延長することができ
ます。）

中間申告
予定申告

事業年度開始の日以後６か月を経過した日
から２か月以内

仮決算に基づく中間申告

備考１ 　２以上の都道府県に事務所・事業所がある法人は、事業の種類に応じて従業者数、事務所・事業所数などを基
準に課税標準額（所得金額など）を関係都道府県ごとにあん分して計算した税額をそれぞれ申告し、納めます。

　　２　令和元年10月１日以後に開始する事業年度については、法人事業税とあわせて特別法人事業税の申告と納税が
　　　必要になります（詳しくは23ページをご覧ください。）。 

● 市町村への交付
　県に納付された法人事業税額から超過課税分を控除した額の 7.7％に相当する額は県内の市町村に交付さ
れます。

・　事業年度が６か月を超える法人
・ 　外形標準課税対象法人以外の
所得課税法人にあっては、法人
税の中間申告義務がある法人

　令和６年度税制改正において、次のとおり外形標準課税の適用対象法人の見直しが行われました。
１　減資への対応［令和７年４月１日以後に開始する事業年度から適用］

 

！ 
令和６年度税制改正に伴う外形標準課税の適用対象法人の見直しについて

●　外形標準課税の対象法人について、現行基準（資本金の額または出資金の額が１億円を超えるも
の）を維持したうえで、当分の間、前事業年度に外形標準課税の対象であった法人であって、当
該事業年度に資本金の額または出資金の額が１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が10億
円を超えるものは、外形標準課税の対象となります。

●　改正前に外形標準課税の対象外である法人および改正後に新設される法人については、現行基準や
「２　100％子法人等への対応」の基準に該当しない限り、外形標準課税の対象とはなりません。

●　地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）の公布日（令和６年３月30日）前に外
形標準課税の対象であった法人が減資を行った場合で、上記の基準に該当するときは、外形標準
課税の対象とする等の所要の措置が講じられています。 

２　100％子法人等への対応［令和８年４月１日以後に開始する事業年度から適用］
●　資本金と資本剰余金の合計額が50億円を超える法人等の100％子法人等のうち、資本金の額また
は出資金の額が１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が２億円を超えるものは、外形標準
課税の対象となります。

●　産業競争力強化法に規定する特別事業再編計画に基づくＭ＆Ａにより100％子会社となった法人
等については、上記にかかわらず、買収から５年経過する事業年度まで外形標準課税の対象外と
する特例措置が設けられています。

●　この見直しにより、新たに外形標準課税の対象となる法人に係る税負担の激変緩和措置が講じら
れています。

資本金〔現行基準１億円超〕

10億円超
資
本
剰
余
金

資本準備金

その他資本剰余金

補充的な基準
［資本金＋資本剰余金］

項
目
振
替
型
減
資

企業会計上の貸借対照表

（親会社：外形標準課税対象法人）
［資本金＋資本剰余金］

50億円超

（子会社）資本金１億円以下、
［資本金＋資本剰余金］

２億円超

持株比率100％

⇒外形標準課税対象法人
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 超過課税（法人県民税・事業税）

● 超過課税を活用して推進する事業

● 令和7 年度　法人県民税・事業税超過課税活用事業費（当初予算ベース）

Ⅰ　新型コロナウイルス感染症拡大の影響に係る経済対策の推進
　　新型コロナウイルス感染症による影響からの県内経済の回復に向けて、経済対策を強力に推進します。
　⑴　地域経済の活性化
　　・　中小企業経営基盤の強化・安定化や観光産業の振興
　⑵　柔軟な経済構造の構築
　　・ 　新分野への進出や製造ラインの変更などビジネスモデル転換への支援
Ⅱ　災害に強い県土づくりの推進
　　「水防災戦略」に基づく大規模水害対策をはじめ、これまで「地震防災戦略」に基づき進めてきた地震
・津波対策や減災対策につながる市街地の整備など、県民のみなさんの「いのち」や法人のみなさんの活
動を守るため、災害に強い県土づくりに継続して取り組みます。
　⑴　台風・豪雨・火山などの自然災害対策
　　・　「水防災戦略」に基づく河川の整備や市町村が行う避難所の環境整備への支援などの大規模水害対策
　　・　治山・法面や林道の整備
　⑵　地震・津波対策の一層の強化
　　・　地域防災力向上に向けた市町村の取組の支援や各種観測・調査研究の推進
　　・　災害時における物資支援の受入体制整備
　⑶　災害に備えた社会基盤施設の整備
　　・　トンネル、橋などの安全性向上
　⑷　災害時に重要な役割を果たす県有施設や、県立学校等の耐震改修
・　災害時の避難所や帰宅困難者の一時滞在施設に指定されている県有施設、警察署や県立学校などの
耐震改修

Ⅲ　県内経済の持続的な発展に向けた幹線道路の整備
　　県内経済の持続的発展や災害時における物資輸送に資するため、県土構造の骨格となる自動車専用道路
やインターチェンジ接続道路、地域の交流と連携を支える幹線道路の整備に継続して取り組みます。
　・　自動車専用道路やインターチェンジ接続道路、地域の交流と連携を支える幹線道路の整備

　神奈川県は首都圏にあって、人口の集中、産業の集積が著しく、多方面にわたって特別な財政需要があ
ります。こうした財政需要に対処するため、神奈川県では、法人県民税・事業税について、標準税率を超
えて課税する超過課税を実施しています（資本金の額などが一定の基準以下の中小法人については対象と
していません。）。この税率は、令和７年10月31日までに終了する事業年度分について、法人県民税は標準
税率に0.8％上乗せ、法人事業税は所得金額等の区分に応じて、特別法人事業税とあわせた実質的な税負担
が標準税率の５％増しとなるように設定しています。
　令和２年11月から令和７年10月までの５年間については、超過課税による増収分を「新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響に係る経済対策の推進」、「災害に強い県土づくりの推進」および「県内経済の持続的
な発展に向けた幹線道路の整備」に対応するための財源として活用しています。
　なお、活用事業と活用額は、次のとおりです。

⑴　地域経済の活性化
⑵　柔軟な経済構造の構築

⑴　台風・豪雨・火山などの自然災害対策
⑵　地震・津波対策の一層の強化
⑶　災害に備えた社会基盤施設の整備
⑷　災害時に重要な役割を果たす県有施設
    や、県立学校等の耐震改修

超過課税活用率

超過課税活用額
一般財源
77.3%

超過課税活用額
事業費総額 一般財源

Ⅰ　新型コロナウイルス感染症拡大の影響に係る
　経済対策の推進 263億6,547万円

Ⅱ　災害に強い県土づくりの推進

Ⅲ　県内経済の持続的な発展に向けた幹線道路の
　整備

合　　　　　計

活　用　項　目 令和７年度当初予算額

49億7,507万円

49億7,507万円
‒

859億3,217万円
434億1,074万円
102億4,104万円
212億5,836万円

110億2,203万円

350億6,958万円

1,259億7,684万円

48億8,987万円

48億8,987万円
‒

251億   441万円
113億8,359万円
46億3,756万円
67億8,288万円

23億　 35万円

41億3,506万円

341億2,935万円
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国　税

特別法人事業税

　大法人の電子申告が義務化されています。

※　対象法人（次に掲げる内国法人）
　・　事業年度開始の時において資本金の額または出資金の額が１億円を超える法人
　・　相互会社、投資法人および特定目的会社

● 納める人
　法人事業税（所得割または収入割）の納税義務がある法人

● 納める額
　標準税率により計算した法人事業税の所得割額または収入割額に税率を乗じた金額です。

区　　　分

納　め　る　額

Ａ、Ｂ、
C以外
の法人

所得割額によって法人事業税を課
税される法人 所得割額の37％※1 所得割額の37％※1 所得割額の37％※1

付加価値割額、資本割額および所
得割額の合算額によって法人事業
税を課税される法人

所得割額の260％ 所得割額の260％ 所得割額の260％

収入割額の30％ 収入割額の30％ 収入割額の30％

収入割額の30％ 収入割額の40％ 収入割額の40％

収入割額の62.5％

※1　特別法人（農業協同組合、消費生活協同組合、信用金庫、医療法人など）の場合は34.5%
※2　令和４年４月１日以後に開始する事業年度から、一般ガス導管事業および特定ガス導管事業にのみ適用されます。
　   それ以外のガス供給業（特定ガス供給業を除く。）は、「Ａ・Ｂ・Ｃ以外の法人」の税率が適用されます。

● 申告と納税
　法人事業税とあわせて都道府県に申告し、納めます。
　なお、都道府県は、特別法人事業税として納付された額を国に払い込みます。

● 国からの譲与
　特別法人事業税の税収については、特別法人事業譲与税として、人口であん分して譲与されます。

　地域間の財政力格差の拡大、経済社会構造の変化等に対応し、都市と地方が支
え合い、ともに持続可能な形で発展していくため、地方法人課税における税源の
偏在を是正する新たな措置として、特別法人事業税および特別法人事業譲与税が
創設され、令和元年10月１日以後に開始する事業年度から適用されています。

令和元年10月１日か
ら令和２年３月31日
までの間に開始する
事業年度分

令和２年４月１日か
ら令和４年３月31日
までの間に開始する
事業年度分

令和４年４月１日以
後に開始する事業年
度分

Ａ　電気供給業（小売電気事業等、発電事
業等および特定卸供給事業を除く。）、ガ
ス供給業 ( 一定のガス中小事業者に係る
ものを除く。※2 )、保険業、貿易保険業

Ｂ　電気供給業（小売電気事業等、発電事
業等および特定卸供給事業）

Ｃ　特定ガス供給業

　一定の法人※が行う令和２年４月１日以後に開始する事業年度の法人事業税、法人県民税および特別法人事
業税の申告は、電子情報処理組織を使用する方法（eLTAX）により提出しなければならないこととされてい
ます（eLTAX について、詳しくは54ページをご覧ください。）。

法
人
の
税
金
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国　税

地 方 法 人 税

国　税

法  人  税

● 納める人
　法人税の納税義務がある法人

● 納める額

課税標準法人税額 × 10.3％

● 申告と納税
　国（税務署）に対して申告し、納めることになっています。

● 地方への配分
　地方法人税の税収は、全額、地方交付税の原資とされ、地方団体に配分されます。

● 納める人
　会社などの法人（収益事業を行っている公益法人等や人格のない社団等も含む。）

● 納める額

所得金額 × 税率 － 税額控除額

■　税率

法人等の区分
年所得 800万円以下

の部分
800万円超
の部分

800万円以下
の部分

800万円超
の部分

１億円超
１億円以下 15% 23.2%   15% 23.2%

協同組合等 19 % 15% 19%
公益社団法人および公益財団法人 15%

15%
23.2 % 15% 23.2%

一般社団( 財団 )法人のうち非営利型法人 15% 23.2 % 15% 23.2 %
公益法人等とみなされているもの 15% 23.2 % 15% 23.2 %
上記以外 15% 19% 15% 19%

人格のない社団等 15% 23.2 % 15% 23.2 %
特定医療法人 15% 19 %

開始事業年度

資本金の額または
出資金の額

普通法人

　　令和４年４月１日～
　　令和７年３月31日

　　令和７年４月１日～
　　令和９年３月31日

公益法人等

23.2%23.2%
※１
※２

※３

※１
※２
※４

※２
※４

※４

※４

※４

※４

※４

※４

※３

15% 19 %※２

備考   「グループ通算制度」の通算法人に適用される税率については、国税庁ホームページ「グループ通算制度
   の概要」をご覧ください。  
※１  資本金の額または出資金の額が５億円以上の法人の100％子法人等の一部の法人については、年所得の額に
  かかわらず 23.2％
※２  事業年度開始の日前３年以内に終了した各事業年度の所得の金額の年平均額が15億円を超える資本金１億円
  以下等の普通法人（※１の法人を除きます。）または特定医療法人については、年所得の額にかかわらず19％
  （特定医療法人が連結親法人である場合は20％）
※３ 一定規模以上の協同組合等にあっては、一定額を超える部分については 22％
※４　所得の金額が年10億円を超える事業年度については17％
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